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研究成果の概要（図・グラフは使用しないこと） 

 本研究は２つのプロジェクトから構成されている。第一のプロジェクトは、Noel Harding 准教授との共同研究

として、監査人の発話プロトコルデータを用いて、監査判断にみられる懐疑心について検討することであった。ま

ず、シドニー在住の第三者（日本人）の協力を得て、発話プロトコルデータのカテゴリー化について、その合理性

を検証した。その結果、カテゴリー化については 65パーセント程度の一致率であった。その後、当該第三者との

協議を経て、発話プロトコルデータのカテゴリーを確定した。このカテゴリー化されたプロトコルデータを用いて、

プロトコル分析を行っている。予定よりもプロジェクトは遅延しているが、2012年度中には、ディスカッション・

ペーパーを作成し、これに基づき、学会報告を行う予定である。なお、その過程で、発話プロトコルを用いた判断

研究について、監査人と同様に、証券アナリストの判断についても十分な先行研究の蓄積があることがわかった。

そこで、まずはこれに関して、後掲した論稿にまとめた。 

第二のプロジェクトは、 Wendy Green准教授と CSR 報告書（Sustainability Report、 カーボンエミッション報

告書を含む）に対する保証業務に関する共同研究を行うことであった。このプロジェクトについては、主にデータ

ベースの作成に取り組んだ。このデータベースは東京証券取引所第１部の企業をほぼ網羅している。また、CSR報

告書の「第三者意見（第三者コメント）」という日本固有の保証実務に関して、当該意見（コメント）の経験豊富

な大学教員に対してインタビューを実施した。その結果、諸外国にはみられない第三者意見（第三者コメント）が

わが国で提供されるようになった経緯、その一般的な報酬や手続等について証言を得ることができた。 

また、本研究については、Wendy Green 准教授との議論によって、当面の仮説及び regression model を設定し

ている。具体的には、被説明変数として、保証の種類及び保証提供者を想定し、説明変数として、総資産額、総資

産の自然対数、総資産利益率、固定負債比率、コーポレート・ガバナンスの強さを挙げている。 
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